第１号様式（取扱要領第２関係）

（番　　　号）　
年　　月　　日　

　○○農林事務所長

農　林　水　産　部　長　　　　

○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開
支援事業）補助金の内報について（通知）
  このことについて、下記のとおり内報をしますので、事業執行については、適正に処理してください。
記
１　内報の内容
	市町村名
	事業名
	既内報額
	今回内報額
	計

	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	合　計
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　










第２号様式（取扱要領第３関係）
（番　　　号）　
年　　月　　日　

　　福島県○○農林事務所長（※）
（福　島　県　知　事）

市　町　村　長　　　　
（地域事業実施主体の長）　　
（広域事業実施主体の長）　　

　　　○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開
支援事業）実施計画の承認申請について
　福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）事務取扱要領第３の２（又は４、５）の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて承認申請します。
記

１　事業実施計画　　　　
別添計画書（国交付等要綱の別紙様式１号）のとおり

（国交付等要綱別記１の７（４）イ、ウのいずれかに該当する場合、以下より選択）
２　施設の保険等加入誓約
別紙国の共済制度又は民間の保険等への加入に関する誓約書（参考様式２）のとおり

３　動産の保険等加入誓約
別紙動産総合保険等の保険への加入に関する誓約書（参考様式３）のとおり

















（※）市町村長又は地域事業実施主体の長にあっては、農林事務所長あて
　　　広域事業実施主体の長にあっては、福島県知事あて


第３号様式（取扱要領第３関係）
（番　　　号）　
年　　月　　日　

　　市　　町　　村　　長　様（※）
　（地域事業実施主体の長）
　（広域事業実施主体の長）

福島県○○農林事務所長　　　
（福　島　県　知　事）　　　

○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援
事業）実施計画の承認について（通知）
　○○年○月○日付け○○第○号にて申請ありましたこのことについては、福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）事務取扱要領第３の３（又は４、５）の規定に基づき、承認します。





















（※）広域事業実施主体の場合は、福島県知事から広域事業実施主体の長あて


第４号様式（取扱要領第４関係）

（番　　　号）　
年　　月　　日　

    市町村長   様
（地域事業実施主体の長）
（広域事業実施主体の長）

福島県○○農林事務所長　　　
（福島県知事）　　　

○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援
事業）補助金の割当内示について（通知）

  このことについて、下記のとおり補助金が交付される見込みなので、福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業補助金交付要綱第３条の規定に基づき補助金交付申請書を提出してください。
記

　１　内　　容
	内　　容
	事業実施主体名
	補助金割当内示額
	備　考

	


	


	


	





　２　提出期限　　　○○年○月○日



第５号様式（取扱要領第６関係）
交付決定通知の書例

福島県指令（所名の約字）第○○号
市　　町　　村　　　

○○年○月○日付け○○第○号で申請のあった○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）補助金については、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号。以下「規則」という。）第５条の規定により、次のとおり（又は次のとおり修正の上）交付することに決定したので、同規則第７条の規定により通知する。

○○年○月○日
福島県○○農林事務所長　　印

〔事業の目的及び内容〕　
（申請どおり決定する場合）
１　補助金の交付の対象となる事業は、○○年○月○日○○第○号で申請（以下「申請書」という。）のあった福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）補助金とし、その内容については、申請書の事業の内容欄記載のとおりとする。
（修正決定する場合）
１　補助金の交付の対象となる事業は、○○年○月○日○○第○号で申請（以下「申請書」という。）のあった福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）補助金とし、その内容については、下記のとおり修正するほか申請書の事業の内容欄記載のとおりとする。
〔補助事業に要する経費、補助金の額及び補助金の額の変更の権限留保〕
２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとする。
補助事業に要する経費　　　金○○，○○○，○○○円
補助金の額　　　金○○，○○○，○○○円
〔経費の配分〕
（申請どおり決定する場合）
３　補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、申請書の経費の配分欄記載のとおりとする。
（修正決定する場合）
３　補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、次のとおりである。

　　　区分　　　　　補助事業に要する経費　　　補助金額
　　○○○○　　　　　　　　　○○○円 　　　○○○円
〔額の確定〕
（直接補助事業の場合）
４　補助金の額の確定は、補助対象事業費の実績額に、福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業補助金交付要綱（令和８年○月○日付け８農支第○○号福島県農林水産部長通知。以下「交付要綱」という。）別表に定める各経費に対応する補助率を乗じて得た額と前記３の区分ごとの補助金の額（変更された場合には変更された額とする。）とのいずれか低い額の合計額とする。
〔交付条件〕
〔交付関係を規制する要綱等の引用〕
５　補助事業者は、別表に掲げる法令等に従わなければならない。
６　補助金交付の条件は、前記５に定めるもののほか次のとおりとする。
(1)　補助事業者は、次の各号の一に掲げる場合には、あらかじめ知事（又は農林事務所長）の承認を受けなければならない。
ア　補助事業に要する経費の配分の変更（交付要綱で定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合
イ　事業の内容の変更（交付要綱で定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合
ウ　事業を中止し、又は廃止しようとする場合
(2)　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事（又は農林事務所長）に報告してその指示を受けなければならない。

（別表）
	法令等名
	年月日番号等
	備考

	農林畜水産業関係補助金等交付規則

	昭和31年４月30日
農林省令第18号
	


	福島県補助金等の交付等に関する規則

	昭和45年10月27日
福島県規則第107号
	


	福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業補助金交付要綱
	令和８年４月７日付け８農支第216号福島県農林水産部長通知
	


	福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業補助金交付等要綱
	令和８年４月１日付け７生産第5031号農林水産事務次官依命通知
	


	補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律
	昭和30年８月27日法律第179号

	


	補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令
	昭和30年９月26日政令第255号

	


	福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）事務取扱要領
	令和８年４月７日８農支第217号福島県農林水産部長通知
	




第６号様式（取扱要領第７関係）
（番　　　号）　
年　　月　　日　

　　福島県○○農林事務所長
　　（福　島　県　知　事）

市　　町　　村　　長　　
（地域事業実施主体の長）　
（広域事業実施主体の長）　

○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援
事業）実施計画変更届
  下記により○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）の実施計画を変更したいので、下記のとおり届け出ます。
記
１　補助金交付決定年月日
２　変更の理由
３　変更の内容
４　添付資料

第７号様式（取扱要領第10関係）
（番　　　号）　
年　　月　　日　
　福島県○○農林事務所長
　（福　島　県　知　事）

市　　町　　村　　長　　　
（地域事業実施主体の長）　　
（広域事業実施主体の長）　　

福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）
に係る事業実績の報告について
　「福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）事務取扱要領」第10に基づき、○○年度の事業実績を別添のとおり報告します。


（第７号様式別添）

事業実績報告書

１　営農再開実績                                                                                    単位：ha

	
市町村名

	
営農休止面積
（23年12月末）
	営　農　再　開　面　積（実績）

	
	
	７年度末まで
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度
	計


	

	

	

	

	

	

	

	

	



                                                                                
２　事業実績
	市町村等名
	地区名
	事業実施主体名
	事業名
	事業内容
	事業費
（円）
	補助金
（円）

	



	


	



	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	


注：吸収抑制対策の事業効果を検証した事業実施主体がある場合は、調査結果の写しを添付すること。

３　事業費総括表
	
	事業費（円）
	補助金（円）

	除染後農地の保全管理
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	鳥獣被害防止緊急対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放れ畜対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	営農再開に向けた作付・飼養実証
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	避難からすぐに帰還しない農家の農地を
管理耕作する者への支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放射性物質の交差汚染防止対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	水稲の作付再開支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	除染後農地の地力回復対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	地域営農再開ビジョンの策定支援
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放射性物質の吸収抑制対策
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	放射性物質の吸収抑制対策の効果的な
実施体制の整備
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	特認事業
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	

	計
	今回実績分
	
	

	
	既実績分
	
	




４　事務費使用実績
	市町村等名
	事務費使用実績（円）
	市町村等名
	事務費使用実績（円）
	市町村等名
	事務費使用実績（円）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	計
	






第８号様式（取扱要領第14関係）
                                                               番　　　　　号
                                                               年　　月　　日

　福　島　県　知　事
（　市　町　村　長　）
市　　町　　村　　長　　
                                           （事業実施主体の長）　　
                                           　（地域事業実施主体の長）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広域事業実施主体の長）　

〇〇年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援
事業）で取得した施設等の処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保等）
承認申請書
  　　　年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）で取得した施設等について、下記により処分（目的外使用、譲渡、交換、貸付、担保等）する必要が生じたので、下記のとおりその承認を申請します。
                                         記
１  処分等の理由


２  施設等の概要
　　　名称、形式、数量、事業実施主体、事業費、補助金額及び補助率、耐用年数


３  取得年度

４　処分の内容
  　　処分時期、処分方法、処分後の利用計画、処分に伴う条件等、所要経費


５　その他必要と認めるもの

（添付書類）
  （１）  財産管理台帳の写し
  （２）  管理運営規定
  （３）  事業実施計画書の写し
  （４）  事業実績報告書の写し又は最近３カ年の施設の利用状況
　（５）　現況図面又は写真


第９号様式（取扱要領第15条関係）

（番　　　号）　
年　　月　　日　

　福　島　県　知　事
（　市　町　村　長　）
市　　町　　村　　長　　
                                           （事業実施主体の長）　　
                                           　（地域事業実施主体の長）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（広域事業実施主体の長）　

福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）
で取得した施設等の災害報告書
  福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）で取得した施設等が、下記のとおり被災したので報告します。
　（なお、施設等の復旧が困難であるため、承認基準第7条の規定に準じ、補助関係が終了したことについて確認をお願いします。（施設等の復旧が不可能と判断される場合。））

記
１　施設等の概要
　（１）取組名及び実施年度
　（２）施設等の名称
　（３）施設等の所在地
　（４）施設等の構造及び規格、規模等
　（５）事業費（うち補助金）
２　災害の概要
　（１）災害の原因
　　　　○○年○○月○○日（○○による被災）
　　　（○○気象台調べ）
　（２）被災の程度
　　　　施設等の破損（被害防止柵の○○が○○）
　　　　施設等の復旧が復旧が不可能と判断した場合はその理由
　（３）被災施設の収支等
　　　（復旧可能な場合）
　　　　　・復旧見込額
　　　（復旧が不可能と判断される場合）
　　　　　・被害見込額
　　　　　・施設等の取り壊し等の概算見積額
　　　　　・処分に係る収益等の見込額（損失保証金含む）
３　その他
　　（復旧可能な場合）災害復旧計画及び資金計画

［添付資料］財産管理台帳の写し、被害状況の写真など


（参考様式１）

福島県営農再開支援事業・高付加価値産地展開支援事業（福島県営農再開支援事業）
知事特認理由書

	取組名
	市町村名
	事業実施主体名
	備考

	
	
	
	

	【特認を必要とする理由】



※根拠書類等を添付すること。                                                  


（参考様式２）
国の共済制度又は民間の保険等への加入に関する誓約書

						　　年　　月　　日
	福島県知事　様

事業実施主体名
住　　所
代表者名

当社は、施設の利用開始時までに、国の共済制度又は民間の建物共済や損害補償保険等（天災等に対する補償を必須とする。）に加入することを誓約します。
記
１　施設等の概要
（１）補助事業名及び実施年度　○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　（福島県営農再開支援事業）
（２）事業実施主体名
（３）施設等の名称
（４）施設等の所在地
（５）施設等の構造及び規格、規模等
（６）総事業費（うち補助金）

２　加入を予定している共済又は保険等の概要
（１）共済又は保険等名
（２）加入時期
（３）共済又は保険等の期間

（注）生産資材等の導入助成を受けて設置したパイプハウスを含む。

（参考様式３）
動産総合保険等の保険への加入に関する誓約書
年　　月　　日　

福島県知事　様

事業実施主体名
住　　所
代表者名

当社は、農業機械等の利用開始時までに、動産総合保険等の保険（盗難補償及び天災等に対する補償を必須とする。）に加入することを誓約します。
（リース会社が加入する場合：私は、農業機械等の利用開始時までに、リース会社が動産総合保険等の保険（盗難補償及び天災等に対する補償を必須とする。）に加入することを確実に確認します。）
記
１　農業機械等の概要
（１）補助事業名及び実施年度　○○年度福島県営農再開・高付加価値産地展開支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　（福島県営農再開支援事業）
（２）事業実施主体名
（３）農業機械等の名称
（４）農業機械等の保管場所の所在地
（５）農業機械等の機種名、型式名、対象作物、利用面積等
（６）総事業費（うち補助金）

２　加入を予定している共済又は保険等の概要
（１）共済又は保険等名
（２）加入時期
（３）共済又は保険等の期間

								


